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中期事業計画（～ＦＹ15）

パイオニア株式会社
代表取締役 兼 社長執行役員

小谷 進

2013年5月13日
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中期事業計画（～ＦＹ15）のポイント

事業環境の急激な変化にあっても収益力を維持できる体制へと再強化すべ

く、構造改革および事業の再編成を通じて、さらなる効率化とスピードアップ

を図る

1. カーエレクトロニクス事業を、より強固な事業体制へと抜本的に変革し、売上拡

大と収益力強化により経営基盤を盤石にする

ハード・ソフト×情報サービスによる新ビジネスを、戦略的アライアンスにより強

化・加速し、革新的な事業展開に挑戦していく

2. ホームエレクトロニクス事業のホームＡＶと光ディスクの体制をスリム化し、売上拡

大に依存しない黒字体質の事業に転換させる。その他事業は経営貢献度の高

い事業への集中を図り、全社の収益性を向上させる

数値計画
ＦＹ14予想 ＦＹ15計画

売上高 5,150億円 5,400億円

営業利益（率） 150億円（2.9％） 200億円（3.7％）

当期純利益 60億円 110億円
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Ⅰ．前回の中期事業計画レビュー

想定以上の事業環境の変化により、各事業で収益性が低下

事業環境の変化に対応し、成長を持続するためには、より強固な事業体制が必要

市販事業は、グローバルには販売台数・シェアともに伸長したが、国内向け製品の
市場の縮小、単価ダウン、機種ミックスの変化等により利益目標に届かず

ＯＥＭ事業は、売上は堅調に推移したが、自動車の小型化・低価格化の進行によ
る機種ミックスの変化等により、利益目標に届かず

新興国は、地域ごとに環境変化（景気減速、中東の政情不安等）はあったものの、
売上は概ね堅調に伸長

コスト低減活動に鋭意取り組んだが、タイの洪水影響により計画に届かず。
また、想定以上の環境変化にも対応しきれず、収益性は低下

【カーエレクトロニクス事業】

【ホームエレクトロニクス事業・その他事業】

構造改革と事業の再編成により、再び成長路線へ

ＤＪ機器 ： 新製品群が市場ニーズに適合し、好調に推移

ホームＡＶ ： 提案型商品およびラインアップ拡充により売上拡大を図るが、
目標に届かず

光ディスク ： ブルーレイディスク市場の成長が想定を下回り、事業体制の
さらなるスリム化が必要

新規事業 ： 複数のテーマを同時進行中だが、事業化に遅れ

OEM比率
FY11 FY12 FY13
43% 43% 51%
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Ⅱ．構造改革の進捗

概要 内容

構
造
的
施
策

カーエレクトロニクス事業：
収益性強化のため、事業構造
を抜本的に見直し

【開発】
開発手法の見直しと効率化の徹底
ハードからソフトへの人員シフト

モジュラーデザインにより、ＦＹ15の開発工
数をＦＹ13比で約20％、同じく生産工数を
約10％削減

【生産】
国内外生産拠点の再編によるスリムな
体制の構築

国内生産はフラッグシップモデルを中心に、
その他は2015年３月末までに海外生産へ
シフト

【販売】
先進国の販売体制のスリム化により、
経営資源を新興国へシフト

2013年４月に欧米の体制スリム化を実施
し、経営資源をホームエレクトロニクス事業
からカーエレクトロニクス事業の新興国販
売へシフト

ホームエレクトロニクス事業：
安定的な黒字体質確立のた
め、事業体制を大幅に見直し

【ホームＡＶ事業】
周辺事業を含めた再編成と分社により
スリム化

2013年７月にホームＡＶ事業を、10月に
電話機器販売会社をホームエレクトロニク
ス製品販売会社に統合

【光ディスク事業】
さらなる体制スリム化の実施により
事業継続

2013年７月を目途に、事業体制をＦＹ13
比で40％縮小

全社： 雇用調整の実施
国内グループ会社合計で正社員等約800人削減
● 労使合意に基づき、正社員の退職日は2013年６月30日を予定

短期的
施策

全社： 固定費削減 ＦＹ14における役員報酬および従業員給与・賞与の減額等

コスト構造を抜本的に見直し、再成長路線への基盤を強化
構造改革によりＦＹ14、ＦＹ15で毎期約100億円の利益改善を図る
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１．カーエレクトロニクス事業

２．ホームエレクトロニクス事業・
その他事業

３．新規事業

Ⅲ．成長戦略

10

Ⅲ．成長戦略

１．カーエレクトロニクス事業

２．ホームエレクトロニクス事業・
その他事業

３．新規事業
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Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(1/8)

今後の自動車環境を見据え、ハード・ソフトと情報サービスの
両面を強化・進化させたビジネスモデルへと事業を変革し、
新価値を創造する

コスト構造を抜本的に見直し、原価低減の推進と収益力強
化を図る

市販・ＯＥＭ両事業を保有する強みを活かすとともに、業界
リーダーとして、新たな提案で市場を開拓し続け、事業拡大
を図る

■ キー・メッセージ
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主
要
戦
略
・
施
策

Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(2/8)

ビジネスモデル変革による新価値創出の強化・加速
収益力強化と売上拡大による事業基盤固め

① 三菱電機株式会社との車両情報連携による、次世代車載機器での競争力確立

② 株式会社ＮＴＴドコモとのクラウド情報と連携した車利用者（※）向けサービスでの地位確立

※車利用者・・・運転手、同乗者、運行管理者など、車を利用するすべての人々

１．今後の自動車環境を見据えたビジネスモデル変革による新価値創出

① モジュラーデザインの本格導入による開発・生産効率アップ

② 国内外生産拠点の再編・スリム化によるコストダウン

③ 提携先との経営資源を相互活用することによるコストダウン

２．抜本的なコストダウンによる強力な原価低減の推進と収益力強化

① 市販：主力市場での顕在需要獲得と、新たな需要・市場創造による事業拡大

② ＯＥＭ：主要取引先との関係強化による堅実な事業拡大

③ 地域ごとに異なる経済状況・市場環境に適応した新興国での地域別戦略を推進

３．市販・ＯＥＭ両事業の着実な伸長による売上拡大
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Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(3/8)

車両情報 「車とつながる」 クラウド情報 「人とつながる」

次世代車載機器による車両状況管理サー
ビス、車両機器制御等の実現

様々なクラウドサービスと連携し車利用者
に最適なＵＩを提供、クラウドサービス対応
車載機器の普及を促進し新価値を提案

車両連携を強化して、車載機器の競争力とグローバルなトップポジションを確保
クラウド情報サービスと連携することで、ハード・ソフトおよび情報サービス市場の活性化を実現

カーエレクトロニクス業界を車両連携・クラウド情報連携で大きく変革させる

車両連携技術、車両デバイス技術、センサー技術 通信インフラ、クラウド情報コンテンツ・サービス

商品開発力、ユーザーインターフェース（ＵＩ）技術、車メーカーとの良好な関係、
グローバルな事業展開、地図・ソフト情報、プローブ情報

連携

ハード・ソフト × 情報サービス

１．今後の自動車環境を見据えたビジネスモデル変革による新価値創出

連携

安全・安心 快適・楽しみ

実現のために戦略的アライアンスを締結（三菱電機・ＮＴＴドコモとの提携強化）
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① 三菱電機株式会社との車両情報連携による、次世代車載機器での競争力確立

１．今後の自動車環境を見据えたビジネスモデル変革による新価値創出

Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(4/8)

14

三菱電機との業務提携によりこれまで築き上げた「カーナビ・プラットフォーム」を強化・充実させ、
車両連携機能を有した「マルチメディア・プラットフォーム」へ進化

車両連携機能等

マルチメディア・プラットフォーム

【機能】 通信対応（パイオニア）、車両連携（三菱電機）
ナビ・ＡＶ機能、マルチメディア対応ＯＳ、ハードウェア（共同開発）

ユーザーインターフェース、その他固有機能（個別対応）
通信モジュール

•ネットワーク対応技術、エンタテインメント性
を有する商品開発力

•ユーザーインターフェース技術

•カー市販製品の高シェアとブランド力

•ネットワーク対応技術、エンタテインメント性
を有する商品開発力

•ユーザーインターフェース技術

•カー市販製品の高シェアとブランド力

•長年の自動車機器開発による多くの技術
基盤

•技術基盤シナジーによる開発競争力
（車両制御・デバイス・センサー技術など）

•長年の自動車機器開発による多くの技術
基盤

•技術基盤シナジーによる開発競争力
（車両制御・デバイス・センサー技術など）

××

カーナビゲーションの枠にとらわれない、インターネット環境や車両機器・センサーとの情報交換を実現
両社の技術を集結したソフト開発により、市場競争のさらなる激化に対応するコスト競争力の向上と
開発期間の大幅な短縮の実現

スマートフォン

クラウド対応

◆パイオニアの強み ◆三菱電機の強み

高い付加価値を有した次世代車載機器の早期実現によって、市販事業でトップレベルの
シェアを確保するとともに、ＯＥＭ事業のさらなる拡大を図る



15

ＮＴＴドコモとの協業を強化し、クラウドサービス基盤の早期立ち上げを図る

新サービスと運転環境に最適なインターフェースにより、クラウドサービス対応機器の普及を促進

②株式会社ＮＴＴドコモとのクラウド情報と連携した車利用者向けサービスでの地位確立

１．今後の自動車環境を見据えたビジネスモデル変革による新価値創出
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Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(5/8)

クラウド情報基盤

•国内最大のスマホ利用者数と通信インフラ

•スマートフォン、Ｍ to Ｍ（※）関連の技術・ノウハウ

•多様で良質なコンテンツ・サービス

•国内最大のスマホ利用者数と通信インフラ

•スマートフォン、Ｍ to Ｍ（※）関連の技術・ノウハウ

•多様で良質なコンテンツ・サービス
××

車室内空間におけるエンタテインメント性、利便性、安全性を追求した新価値提案を
強化・継続することで、市販・ＯＥＭ両事業の拡大を図る

•独自の地図データ、蓄積されたプローブ情報

•自動車メーカーとの良好なビジネス関係

•グローバル規模での事業展開と高シェア

•独自の地図データ、蓄積されたプローブ情報

•自動車メーカーとの良好なビジネス関係

•グローバル規模での事業展開と高シェア

交通クラウドサービス基盤の構築
2013年12月末までに稼働予定

音声
解析

コンテンツ
を融合

独自サービス
提供

コンテンツ
を融合

音声
解析

※Ｍ to Ｍ・・・Machine-to-Machine コンピューターネットワークに接続した
機器が相互に情報交換し、自動的に最適な制御が行われるシステム

自動車環境に最適な
ユーザーインターフェース共同開発
（自動車向け“しゃべってコンシェル”エンジン）交通クラウド

基盤等
しゃべってコン

シェルエンジン等
サービス
コンテンツ

車載機器
（通信対応）

クラウドサービス対応機器の普及促進
（通信対応車載機器、通信モジュール）

スマートフォン

◆パイオニアの強み ◆ＮＴＴドコモの強み
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Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(6/8)

２．抜本的なコストダウンによる強力な原価低減の推進と収益力強化

②国内外生産拠点の再編・スリム化によるコストダウン
• 国内は、フラッグシップモデル生産を基本とし、その他は海外拠点へ生産をシ

フトすることによりコスト削減を図る （ＦＹ15末までに移管完了予定）
• 海外は、東南アジア圏への生産シフトを進め、拠点機能統合によってコストダ

ウンを図る

①モジュラーデザインの本格導入による開発・生産効率アップ

上記施策に加え、当社のモノづくりの強みを活かした材料費・加工費等のコストダウン活
動も継続することで、事業環境の変化に耐え得る強固な収益基盤を確立する

【効果】
ＦＹ14から順次施策を実行し、
ＦＹ15で約15億円の削減効
果を見込む

【効果】
ＦＹ14下期から順次適用し約
60％の新製品に展開、
適用製品では、全開発工数
の約20％、全生産工数の約
10％の削減を見込む

【効果】
ＦＹ14で約25億円の削減効
果を見込み、ＦＹ15以降は新
規開発により効果を出す計画

③提携先との経営資源を相互活用することによるコストダウン
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• プラットフォームとモジュールの組み合わせにより、設計工数と生産工数の
圧縮を図る（2014年１月より適応モデルが順次、量産開始）

• 生産設備の標準化と共用できる製品設計を徹底し、生産費用の削減とグ
ローバル統一生産を実現することで、設備・治工具費用削減、稼働率向上、
ライン増設の抑制、迅速なＢＣＰ（※）対応を可能に

※ＢＣＰ（Business Continuity Plan）： 事業継続計画

• 組み合わせ設計により、様々な顧客ニーズにマッチした製品開発を行うと
ともに開発期間短縮によるビジネス拡大の機会創出を図る

• ナビ・プラットフォームの共同開発を一層強化させ、開発効率化を推進
• ナビ・プラットフォーム以外の分野についても相互活用を推進
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Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(7/8)

① 市販： 主力市場での顕在需要獲得と、新たな
需要・市場創造による事業拡大

【オーディオ／ＡＶ】

先進国市場における高シェアを維持するとともに、新興国 を
中心に需要が高まるＡＶ等の市場ニーズを着実に獲得

【カーナビゲーション】

国内は、斬新な価値提案力と豊富なラインアップで市場を牽引し、
さらにタクシー等の業務用市場での展開を強化

スマートフォンとの連携戦略をグローバルに推進し、ＰＮＤユーザー
やオーディオユーザーまで幅広い顧客に照準

アライアンスによる新価値提案・市場創造を強力に推進

② ＯＥＭ： 主要取引先との関係強化による堅実な
事業拡大

主要取引先の戦略への着実な対応と、車の付加価値向上に
貢献するパイオニアらしい商品提案による事業成長

カーディーラーチャネルへの取組み強化による事業拡大

現在の高シェアを今後も維持

デザイン性やエンタテインメント性により販売単価をアップ

スマートフォン連携“ナビクレイドル”とディスプレイオーディオに
より、カーナビ購入予備群まで顧客ターゲットを拡大

（千台）
オーディオ・ＡＶ
当社販売計画

FY13台数シェア実績

カーＣＤ カーナビ
（据置型）

米国
（4～2月）

西欧
（4～12月）

国内
（4～3月）

30% 23% 36%

新興国の新規需要を着実に獲得
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新興国

先進国

３．市販・ＯＥＭ両事業の着実な伸長による売上拡大

ドライバー間で画像情報共有が可能な新しい情報共有サービス
｢スマートループ アイ」により、新たな価値を提案
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③ 地域ごとに異なる経済状況・市場環境に適応した新興国での地域別戦略を推進

Ⅲー１．カーエレクトロニクス事業(8/8)

自動車販売増を背景に好調

地域別戦略

中国

ブラジル・
中南米

インド

ＡＳＥＡＮ

ロシア

アフリカ

新興国向け商品の拡充 ＋ カーディーラーチャネルの攻略

カーエレクトロニクス事業
新興国地域別売上高

３．市販・ＯＥＭ両事業の着実な伸長による売上拡大

これまでの新興国ビジネスの実績・ノウハウを活かし、地域特性を重視した製品拡充を推進する
とともに、市販とＯＥＭ両面で事業を拡大

今後は、インド・インドネシアへの取り組みを強化し、インドネシアでは現地ＥＭＳや駐在員事務所
を活かした事業を拡大

現地合弁会社と連携した新規ビジネス獲得活動強化現地合弁会社と連携した新規ビジネス獲得活動強化

価格競争力と市場・顧客ニーズへの対応強化による市販・ＯＥＭ両面の事業拡大価格競争力と市場・顧客ニーズへの対応強化による市販・ＯＥＭ両面の事業拡大

販路拡大による市販シェア向上、およびカーディーラー向けビジネス獲得販路拡大による市販シェア向上、およびカーディーラー向けビジネス獲得

市場ニーズに合致した商品力強化と効率的な拡販の実行市場ニーズに合致した商品力強化と効率的な拡販の実行

現地リソースを活用したカーディーラーチャネルでのプレゼンス向上現地リソースを活用したカーディーラーチャネルでのプレゼンス向上

マーケティング活動と販売チャネル拡大に向けた活動の継続推進マーケティング活動と販売チャネル拡大に向けた活動の継続推進

（比率）（売上）
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Ⅲ．成長戦略
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１．カーエレクトロニクス事業

２．ホームエレクトロニクス事業・
その他事業

３．新規事業
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Ⅲ－２．ホームエレクトロニクス事業・その他事業

■ キー・メッセージ

ホームエレクトロニクス事業は、好調なＤＪ機器事業を主軸に
据え、堅実に成長させていく

•ホームＡＶ事業の分社化、光ディスク事業のさらなるスリム
化により、売上拡大に依存しない黒字体質の事業へと転換
させる

その他事業は、既存事業とのシナジー効果を発揮するものを
中心に、経営貢献度の高い事業への集中を図る
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Ⅲ．成長戦略
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１．カーエレクトロニクス事業

２．ホームエレクトロニクス事業・
その他事業

３．新規事業
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Ⅲ－３．新規事業 (1/2)

■ キー・メッセージ

カーエレクトロニクス事業に続く、コア事業を育成

有望な事業にリソースを集中し、効率的に取り組むことで、
早期収益化を目指す

【 重点テーマ】 ① 有機ＥＬ照明事業

② 医療・健康機器関連事業
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Ⅲ－３．新規事業 (2/2)

（※１）三菱化学株式会社との共同開発による
（※２）パイオニアＯＬＥＤライティングデバイス株式会社

医療・健康機器関連： 小型血流計の分野にて開発受託、本格事業化へ前進

2013年３月、医療機器の製造・販売会社である株式会社ジェイ・エム・
エスから、「医療用レーザー血流計」の開発を受託

• 「光ディスクピックアップ読み取り技術」と「半導体レーザー技術」を応用

• 今後は、医療用途だけでなく、血流波形モニタリング等のヘルスケアへの
応用も視野に入れ、事業の本格展開を図る

有機ＥＬ照明： 蒸着型から塗布型へ、2014年本格事業化に向けて推進

有機ＥＬの特徴である面発光による自然光に近い光を活かし、商品化へ

2012年６月 塗布成膜プロセスによる有機ＥＬ照明素子で
実用レベルの長寿命と高効率化を達成（※１）

2013年１月 有機ＥＬ照明パネル生産会社（※２）を設立
低コスト化を実現できる塗布成膜プロセスの量産
技術確立を目指す

2013年４月 株式会社タカハタ電子より医師・看護師携帯用
などの医療用光源ユニットとして採用される

メディカル&イメージングEXPO 2013 出展
看護師携帯用照明 「ナースライト」

（製品イメージ）

（血流計測イメージ図）

ＰＩＯＮＥＥＲ ＰＬＡＺＡ ＧＩＮＺＡ 展示
「美しくみえる照明」
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I. 前回の中期事業計画レビュー

II. 構造改革の進捗

III. 成長戦略

IV. まとめ

中期事業計画（～ＦＹ15）
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中期事業計画の骨子

１．既存事業の
堅実な成長

２．新興国市場への
進出と事業拡大

３．新規事業の開発

４．戦略的アライアンスの
推進

戦略的アライアンスを最大限活用し、ビジネスモデルの革新を行うことで強固な収益基
盤を確立するとともに、事業環境の変化に先行した新たな価値提案を行う

引き続き４つの骨子を基盤として、中期事業計画の達成に向けて邁進する

コア事業であるカーエレクトロニクスにおいて、戦略的アライアンスの強力な
推進によりビジネスモデルを革新することで、新たな価値提案の実現と、強
固な収益基盤の確立を図る

ホームエレクトロニクスは、好調なＤＪ機器を主軸に据えて安定的に利益を
確保、ホームＡＶと光ディスクはスリム化により黒字体質に転換

その他事業は、既存事業とのシナジー効果を発揮するものを中心に、経営
貢献度の高い事業への集中を図る

主要方針

これまでの実績と蓄えたノウハウを活かした地域別戦略を引き続き推
進し、各地域に適した商品・販売戦略で継続成長を図る

有望な事業にリソースを集中し、早期収益化を図る

これまで以上に強力な推進を図り、当社のみでは実現できない新価値
の実現とともに、効率化とスピードアップを図る

Ⅳ．まとめ
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財務戦略

①自己資本比率

早期に30％の水準まで回復させる

②安定したキャッシュポジション

期中も含めた棚卸資産の管理を強化し、在庫水準の適正化を
図ることでキャッシュを確保する

財務基盤の回復と安定化

早期復配の実現

着実に利益を計上することで、早期復配を実現する
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数値計画 （全社／セグメント別）

単位：億円

ＦＹ13実績 ＦＹ14予想 ＦＹ15計画

売上高 4,518 5,150 5,400

営業利益 60 150 200

（営業利益率） (1.3%) (2.9%) (3.7%)

経常利益 8 100 155

当期純利益 -196 60 110

売上高 3,126 3,570 3,710

営業利益 98 120 170

売上高 959 1,100 1,150

営業損益 -28 40 45

１ＵＳドル 83.10円 95円 95円

１ユーロ 107.14円 125円 125円
為替レート

カーエレクトロニクス

ホームエレクトロニクス
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棚卸資産、研究開発費、設備投資、減価償却費
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単位：億円

ＦＹ13実績 ＦＹ14予想 ＦＹ15計画

棚卸資産 765 700 720

回転日数 56日 45日 44日

研究開発費 337 365 380

（売上高比率） (7.5%) (7.1%) (7.0%)

設備投資 350 300 320

減価償却費 254 300 310
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キャッシュ・フローおよび財務指標
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注） １. 「投資キャッシュ・フロー」、「現金及び預金」には、３ヵ月超の定期預金を含んでいます。

２. FY14の「財務キャッシュ・フロー」、「純資産」および「現金及び預金」は、第三者割当増資による資金調達を見込んでいます。

３. FY14の「純資産」は、退職給付会計基準に基づく未認識年金債務の計上を見込んでいます。

４. D/E 比率＝有利子負債÷（純資産－少数株主持分）

【キャッシュ・フロー】 単位：億円

ＦＹ13実績 ＦＹ14予想 ＦＹ15計画

営業キャッシュ・フロー 12 450 440

投資キャッシュ・フロー -352 -260 -275

財務キャッシュ・フロー 70 -30 -125

フリー・キャッシュ・フロー -341 190 165

【財務指標】

ＦＹ13実績 ＦＹ14予想 ＦＹ15計画

純　　　　資　　　　産 816 815 925

自　己　資　本　比　率 25% 24% 27%

ネ ッ ト 有 利 子 負 債 742 475 325

Ｄ／Ｅ　比　率 1.3倍 1.1倍 0.9倍

現 金 及 び 預 金 221 380 420
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